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2015年に予定される ASEAN経済共同体（AEC：ASEAN Economic Community）の創設は 
ASEAN 加盟国のみならず、日本や東アジア全体にとって大きな意義を持つが、質の高い
域内共同市場の形成にとって克服すべき課題は少なくない。ASEAN は 1993 年以降、


























































具体的な研究課題は次の 3 点である。第 1 に、AEC への取り組みの進展度合いを分析
したうえで、ASEANディバイドの実態を明らかにする。ASEANディバイドについては、
先発 6 カ国と後発の CLMV 諸国の間に加えて、メコン圏 5 カ国内におけるディバイドと
いう、二重の二層構造になっていることを示す。 




























第 1節 ASEAN における地域協力と市場統合への歩み 
 
（１）ASEAN 地域協力の展開 









1975 年にベトナム戦争が終結し、インドシナ 3 国が社会主義化すると、1976 年に
ASEAN諸国（原加盟国）は初の首脳会議を開催、「ASEAN協和宣言」3を採択し、「東南ア




                                                  
1) 原加盟国 5カ国の ASEANを、現在の 10カ国体制の ASEANと区別する。 
2) 外相会議によって設立が決められた。また、設立時のバンコク宣言では、外相会議を毎年開くことが
定められた。 






1967 年 8 月 ASEAN 発足。。タイ、マレーシア、シンガポール、インドネシア、フィリピンの 5 カ国（原加盟国）
による。第 1 回 ASEAN 外相会議。 
1971 年 11 月 
1975 年 4 月 
1976 年 2 月 
 




第 1 回 ASEAN 首脳会議。「東南アジア友好協力条約」、「ASEAN 協和宣言」、ASEAN 事務局設
置（ジャカルタ）協定を採択。 
第 1 回日本・ASEAN 首脳会議。 
カンボジア内戦にベトナムが介入。国際紛争に拡大。 
1981 年 5 月 






1992 年 1 月 
 
1994 年 
1995 年 7 月 
    12 月 
1996 年 3 月 
1997 年 7 月 
    12 月 
 
 
1998 年 10 月 
1999 年 4 月 
カンボジア内戦終結。カンボジア和平協定が結ばれる。 
第 4 回 ASEAN 首脳会議。 
AFTA（ASEAN 自由貿易地域）創設に合意。翌年から、その実現に向けた関税削減開始。 
第 1 回 ASEAN 地域フォーラム（ARF）閣僚会議開催。 
ベトナム加盟 
第 5 回公式 ASEAN 首脳会議。「サービスに関する枠組み協定」に署名。 
第 1 回アジア欧州会合（ASEM）を開催。 
アジア経済危機。ラオス・ミャンマーが加盟。 
第 2 回非公式 ASEAN 首脳会議。以後、首脳会議は毎年開催されるようになる。 
「ASEAN ビジョン 2020」を採択し、「ASEAN 共同体」を視野に入れる。 
第 1 回「ASEAN＋3（日・中・韓）」首脳会議。 
「ASEAN 投資地域枠組み協定」に署名。 
カンボジアが加盟し、東南アジアのほぼ全域を含む現在の ASEAN10 カ国体制となる。 
2000 年 5 月 
    11 月 
2003 年 10 月 
 





2007 年 1 月 
    6 月 
11 月 
 




2009 年 2 月 
    3 月 
第 2 回「ASEAN＋3」蔵相会議。2 国間通貨スワップ協定の「チェンマイ・イニシアティブ」に合意。 
ASEAN 統合イニシアティブ（IAI）。 





第 1 回東アジア首脳会議開催。 
第 12 回 ASEAN 首脳会議。ASEAN 共同体実現の目標を 2020 年から 2015 年に前倒しする。 
日本が「東アジア包括的経済連携（CEPTA：ASEAN＋6）」を提唱。 




「ASEAN 憲章」発効。「ASEAN 包括的投資協定（ACIA）」「ASEAN 物品貿易協定(ATIGA)」に
署名。 
第 14 回 ASEAN 首脳会議。「政治・安全保障共同体ブループリント」、「社会・文化共同体ブループ
リント」に署名。 
2010 年 1 月 
    3 月 
5 月 
2011 年 7 月 
2012 年 11 月 
2013 年 
2015 年 
ASEAN 先発 6 カ国の域内関税撤廃。 
TPP の米国、オーストラリア、ベトナム、ペルーを加えた拡大交渉が始まる。 
タイで反独裁民主戦線（UDD）による大規模デモ。軍隊を投入し鎮圧。 
タイで大洪水。翌 2012 年 1 月まで続く。 
「東アジア地域包括的経済連携（RCEP）」に向けて、交渉開始。 



















そして極めつけは、1992 年 12 月に域内自由貿易を目指す「ASEAN 自由貿易地域」
（AFTA：ASEAN Free Trade Area）の設立に合意がなされたことである。次いで、その具体
化のメカニズムである共通効果特恵関税（AFTA- CEPT）協定による関税削減が開始（1993
年 1月）され、経済面での協力に大きな進展がみられるようになる。 

































                                                  















ASEANの経済統合に向けての動きでは、まず 1997年 12月の第 2回 ASEAN非公式首
脳会議（クアラルンプール）において「ASEANビジョン 2020」が採択され、経済面に加え
て安全保障、社会・文化といった面でも統合を深化させる「ASEAN 共同体」を 2020 年
までに実現することで合意がなされた。この長期構想は、「①東南アジア諸国間の協調、②
ダイナミックな発展のためのパートナーシップ、③人に優しい社会としてのコミュニティ
ー、④外向きの ASEAN」11という 4分野での未来展望が示されたものであった。 







さらに 2003年 10月の第 9回首脳会議（インドネシア・バリ島）では、「経済共同体」（AEC）、
「安全保障共同体」（ASC：ASEAN Security Communitiy）13、「社会・文化共同体」（ASCC：
ASEAN Socio-Cultural Community）の 3つの共同体から、統一的な「ASEAN共同体」（AC：
ASEAN Communitiy）の実現を目指す「第 2 ASEAN協和宣言」（バリ・コンコードⅡ）が採択
された。これを受けて、「ASEAN共同体」を形成していくための中期計画である「ビエン
チャン行動計画（2004~2010年）」（2004年 11月）が策定された。また、2007年 1 月の第 12






































                                                  
14) 「第 2ASEAN協和宣言」と「ビエンチャン行動計画」の内容は外務省アジア大洋州局[2009a]による。
後者の行動計画は ASEAN 共同体実現までの長期的目標「ASEAN ビジョン 2020」の第 1 次中期計
画「ハノイ行動計画」を引き継ぐ第 2 次中期計画である。 









〔表 1－2〕3 つの共同体ブループリント 
ASEAN共同体 







・ 国境を越え る犯罪に 関 す る


































定、翌 2008年 12月に発効された。なお第 12回首脳会議では、共同体の実現を当初目指
































                                                  
16) これまで年に 1回だった首脳会議を年 2回開催することや外相で構成する調整評議会を年 2回開催す
ることなど。 
17) 事務局長の権限強化や 4人の副事務局長の配置、加盟国代表を事務局のあるジャカルタ常駐など。 
18)「ASEAN憲章が発効」『日本経済新聞』2008年 12月 16日付。 




















































 当初、発効（1993年）から 8年で 20%以下に、その後 7年で 5%以下にというように 15
年間で段階的に域内関税を引き下げ、2008 年までに 0~5%の達成を目指した。CLMV 諸
国の加盟後、先発加盟国は当初の目標から 5 年前倒しで 2003 年に、後発加盟国であるベ


















各国の努力によって、2010年 1月には、先発加盟国では全対象品目の 99.1%にあたる 5
万 4,457品目で域内関税 0%を達成した。2013年 2 月時点では、域内関税 0%の対象品目
を 6 万 0,712 品目（全対象品目の 99.2%）にまで伸ばした。センシティブ品目、高度センシ
ティブ品目において、わずかに関税は残っているものの（2015年に向け撤廃予定）、先発加盟
国についてはほぼ関税撤廃が実現し、市場統合の次の段階に進んだと言える。CLMV諸国
においては、ベトナムが 72.2%、ラオスが 78.7%、カンボジアが 40.1%、ミャンマーが 79.7%
の品目で、域内関税 0%を達成している。域内関税 0~5%となっている品目の割合はベトナ






ASEANの域内貿易は 1990年の 522.1億ドル（指数 100）から 2000年 1,809.9億ドル（指
数 347）に増加し、2010年には 4,933.4億ドル（指数 945）へと 1990年に比して 7.2倍、2000
年に比して 2.1 倍となっている。またこの間、貿易額全体も飛躍的に増加し、1990 年の




 しかしながら、2010年の貿易額は 1990年比 6.5倍、2000年比 2.5倍であったから、域
内貿易の増加率のほうがかなり高いこともたしかである。この結果、貿易全体に占める域
内貿易のウェイトも 1990年の 17%から年々上昇し、2000年は 22.8%、2010年には 24.6%




（いずれも第 1 位）と貿易全体の約 4 分の 1を占めるに至っている。他の貿易相手国では日
本や米国のウェイトが低下する一方、中国が 2000年以降、その地位を高め、2010年には
全体の 12.1%を占め、ASEANに次ぐ（〔表 1－3〕参照）。 
 
〔表 1－3〕ASEAN の主要貿易相手国・地域の変遷（上位 5）、億ドル 
 1980年 1990年 2000年 2010年 










































  989.2 
（72.0%） 




  1 兆 1,625.5 
（67.2%） 
資料：日本アセアンセンター［2012］より筆者作成。  























域統合には 5つの段階がある。第 1段階は自由貿易協定・地域（FTA）、第 2段階は関税撤
廃と共通貿易政策を志向する関税同盟、第 3段階はヒト、モノ、カネの自由な移動を可能
にする共同市場の形成、第 4 段階は経済同盟（共通政策、共通通貨の導入）、第 5 段階は政府
や議会などを有する超国家機関が設立される完成度の高い地域統合である。欧州に即して
言うと、欧州経済共同体（1958年、EEC）は第 2段階であり、欧州共同体（1967年、EC）は
第 3 段階、欧州連合（1993年、EU）は第 4 段階（1999年の共通通貨ユーロの導入など）に入っ
ていると考えられる。 
ASEANは「第 2 ASEAN協和宣言」（2003年）において、「経済共同体」、「安全保障共同
体」、「社会・文化共同体」からなる「ASEAN 共同体」を 2020 年までに創設すると内外
に宣言し、2007年にはその実現期間を 5年早め 2015年とした。その中核である ASEAN
経済共同体（AEC）は「単一の市場と生産基地」を目指すことを掲げており、AFTA の延
長線上に共同市場の形成を展望したものである。関税同盟は域内関税の撤廃と域外に対す




共通化については、ブループリント25（2007年）の発表から 2年後の 2009年 8月に ASEAN
経済閣僚会議が着手することを決定している。したがって市場統合の現段階は関税同盟の
創設と共同市場の形成を並行して進めているということになる。 




25) ブループリントは AECを 2015年に実現するために「単一の市場と生産基地（a single market and   






































































































助川成也［2009］は FTAの進展に対し、「CEPT協定から ATIGA（ASEAN 物品貿易協定：
筆者注）への移行により AFTA は法的、制度的、包括的、かつ除外品目の少ないきわめて






第 19 回国際交流会議「アジアの未来」（2013 年 5 月、日本経済新聞社、日本経済研究セ
ンター主催、東京）は「ASEAN 経済共同体の展望と課題」（他の 1 つは「東アジアの緊張―安
全保障の課題」）をテーマとした。 
会議にはタイのインラック首相、ベトナムのグエン副首相、ラオスのトンルン副首相兼













38) 前掲書（注 28）、30ページ。 

















を達成し、1 人当たり GDP も増大してきた。しかし、先発国との経済格差は依然として
大きいままである（〔表 1－4〕〔図 1－1〕参照）。 
ASEAN ディバイドは１人当たり GDP、所得水準の差に歴然としている。2011 年の 1
人当たり GDP は、シンガポールが 5 万米ドル（以下、単にドルと記す）、ブルネイが 4 万ド
ル強と群を抜いて高い。ASEAN4については、各国間でかなりの開きがあるものの、2,000
ドル以上 1 万ドル以下となっている。これに対して、CLMV 諸国は 800~1,400 ドルにす
ぎない。ラオスと ASEAN4を比較すると、マレーシアが 7.5倍、タイが 4.1倍、インドネ
シアが 2.7 倍、フィリピンが 1.8 倍となっている（〔表 1－4〕参照：以下、各国及び ASEANに
関する統計指標は同様である）。 
                                                  
40) メコン圏とは中国・青海地域から雲南省、インドシナ半島を縦断してベトナム南部の南シナ海へと流
れる国際河川・メコン川を取り巻く地域のことをいう。1990 年代まではインドシナ半島のベトナム、
ラオス、カンボジアにタイを加えた 4 カ国を指すことが多かったが、1992 年に ADB 主導で始まった
GMSプログラムは、それら 4カ国にミャンマーと中国・雲南省（2005年に広西チワン族自治区が加わ




〔表 1-4〕 ASEAN10 カ国の人口と名目 GDP、１人当たり GDP（2011 年）、年平均成長率、人間開発指数 
 国名 人口  
（万人） % 
2011 年 





















シンガポール 531（0.9%） 2,656（12.2%） 50,000（3789） 6.0 0.895 
ブルネイ 39（0.06） 164（0.8） 41,662（3156） 1.6 0.855 
マレーシア 2,896（4.7） 2,879（13.2） 9,941（753） 5.0 0.769 
タイ 6,408（10.6） 3,457（15.8） 5,395（409） 4.0 0.690 
インドネシア 24,103（39.7） 8,462（38.8） 3,511（266） 5.3 0.629 








ベトナム 8,932（14.7） 1,227（5.6） 1,374（104） 7.1 0.617 
ラオス 629（1.0） 83（0.4） 1,320（100） 7.1 0.543 
カンボジア 1,510（2.5） 129（0.6） 853（65） 8.0 0.543 
ミャンマー 6,242（10.3） 514（2.4） 824（62） 10.2 0.498 
 ASEAN先発国小計 43,397（71.5） 19,866（91.0） 4,577（347） 
ASEAN4 小計 42,827（70.5） 17,046（78.1） 平均 3,980（302） 
CLMV諸国 小計 17,313（28.5） 1,953（9.0） 平均 1,128（85） 
ASEAN10 合計 60,710（100%） 21,819（100%） 平均 3,512（266） 
資料：IMF［2013］より筆者作成。 
注：①ASEAN諸国は１人当たり GDPの高い順に配列。 
②１人当たり GDPの（ ）内は、ラオスを 100とする指数での値。 
③インドネシア、ベトナム、カンボジア、ミャンマーの人口、１人当たり GDPは、IMFの推定値。 
④メコン圏 5カ国については、文字の網かけ（    ）で区別した。 
 


































































































































諸国のそれは 10%~20%である（〔表 1－5〕参照）。 
 
〔表 1－5〕経済活動別国内総生産構成比（2009 年）                % 
















シンガポール 0.04 18.5 1.3 5.1 18.8 12.1 24.9 19.2 100 
ブルネイ 0.6 57.2 13.7 0.6 2.6 2.7 2.6 2.9 10.6 6.4 100 
マレーシア 9.5 12.9 25.5 2.6 3.3 14.5 6.8 13.7 8.1 3.2 100 
タイ 11.6 3.4 34.1 3.2 2.7 14.1 7.2 6.4 4.7 12.7 100 
インドネシア 15.3 10.5 26.4 0.8 9.9 13.4 6.3 7.2 5.7 4.5 100 








ベトナム 20.9 10.0 20.1 3.5 6.6 14.8 4.4 1.9 7.8 10.0 100 
ラオス 30.6 6.8 9.8 2.7 4.1 19.6 4.9 3.8 4.6 13.1 100 
カンボジア 30.5 0.4 14.5 0.5 5.8 12.6 7.0 13.0 1.7 14.0 100 

















GDPは 3,457億米ドル（人口 6,408万人）、1人当たり GDPは 5,395ドル（いずれも 2011年）





億ドルとタイの 3分の 1強（35%）、1人当たり GDPでは 1,374ドル、タイの 4分の 1（25%）
にすぎない。 
カンボジアの人口は 1,510 万人、GDP は 129 億ドル（2011年、以下同じ）でタイと比較
して人口は 4 分の 1（24%）程度であるが、GDPは約 25 分の 1（4%）である。1人当たり
GDP は 853 ドルで、タイの 6 分の 1 弱（15.8%）にすぎない。ラオスの人口は 629 万人、
GDP は 83 億ドルである。GDP の規模はタイの約 40 分の 1、1 人当たり GDP は 1,320
ドルでタイの約 4分の 1である。 
 ミャンマーについては民主化が始まったばかりであり、今後の経済成長が期待される。
GDP は 514 億ドル（人口 6242万人）、1 人当たり GDP は 824 ドルで、それぞれタイの 7






留意する必要がある。CLMV 諸国のなかでも人口規模の大きいベトナムの GDP は 1,227






要な違いがある。たしかにベトナムは、1 人当たり GDP ではさほど高くないが、人間開































































































                                                  


















Mekong River Commission、1995年~）、ASEANによる ASEANメコン流域開発協力2（AMBDC：
ASEAN Mekong Basin Development Cooperation、1995年~）、ASEAN統合イニシアティブ3（IAI：
Initiative for ASEAN Integration、2000年~）4、タイと CLMV諸国によるエーヤワディー・チ




模も大きい。同プログラムには CLMV 諸国とタイの 5 カ国、中国の雲南省、広西チワン










































































































































































































































ぐって、ヌルクセ, R.（NURKSE, Ragnar.）やシトウスキー, T.（SCITOVSKY, Tibor.）などか
ら均整成長論（balanced-growth）が提唱されたが、ハーシュマンはこれを否定し、不均整成
長論（unbalanced-growth）を対置した。 






























誘発するからである。「A 産業の拡張が A には外部経済だが、B によって享受される利益
を生み出し、その結果 B産業が拡張し、次に Bの拡張が Bには外部経済だが Aには結果
的に内部経済であるような利益を生み出す（あるいは Cにとっても同じ）等々といった関係を




























































                                                  
21) ある財の生産増大が他のある財の利用可能供給量を増加させる圧力を生み出すような効果。 






24)シンポジウムの成果は、次の文献に収録されている。Teitel, S. ed.［2001］ 





















る。すなわち、イギリスとポルトガルという 2 国間貿易における 2 財（ラシャとぶどう酒）
モデルで、両国がそれぞれ比較優位のある財の生産に特化して貿易を行えば、双方に利益
があることを示した概念である。ここでは 2財の生産について、各国が国内における生産
                                                                                                                                                  





26) 矢野修一［2004］、248~249ページ。エルラーマン,D.の原論文は Ellerman［2001］ 



























年末に、例えばタイが 1,675億ドル、指数 100とすると、マレーシアは 1,048億ドル（指
数 63）、インドネシアは 929億ドル（同 55）、フィリピンは 553億ドル（同 33）に達す
る。これに対し、ベトナムは 124億ドル（同 7）、カンボジアは 32億ドル（同 2）、ラオ
スは 7 億ドル（同 0.4）にすぎないのである（〔表 2－3〕参照）。外貨準備が大きいというこ
とは、先発国において、外資主導という面はあるものの、相対的に付加価値生産性の高い
                                                  

























輸出：半導体等電子部品類 20.3%、石油製品 19.6、一般機械 13.9、化学工業品
9.6、IT最終財 7.6、コンピュータ周辺機器 4.7、輸送機器 3.9、プラスチック・
ゴム 3.8 
輸入：石油製品 32.5%、半導体等電子部品類 15.2、一般機械 13.4、化学品 8.0、 









輸出：電気・電子製品 34.1%、パーム油・同製品 12.0、液化天然ガス 7.2、石油
製品 4.8 





輸出：コンピュータ・同部品 7.5%、自動車・同部品 7.4、天然ゴム 5.8、宝石・
宝飾品 5.4 






輸出：鉱物性燃料 13.5%、ガス 11.2、動植物性油脂 10.6、ゴム・同製品 7.0、原
油 6.8 






輸出：電気機器・同部品 24.3%、特殊品目 21.6、機械・同部品 10.6、木材・同
製品 3.6 














輸出：縫製品 14.5%、原油 7.5、電話機・同部品 7.1、履物 6.8、水産物 6.3、コ
ンピュータ電子製品・部品 4.8、機械設備・同部品 4.8、木材 4.1、米 3.8、ゴム
3.3、コーヒー2.8 
輸入：機械設備・同部品 14.4、石油製品 9.3、コンピュータ電子製品・部品 7.5、
織布・生地 6.3、鉄 6.0、プラスチック原料 4.5、繊維 2.8、化学薬品 2.5、電話




輸出：鉱物 54.6%、電力 9.0、縫製品 7.2、農産物・家畜 6.9、木材・木製品 2.6、 





輸出：縫製品 88.4%、天然ゴム 4.2、木材 1.0、魚介類 0.1、その他 6.4 





輸出：天然ガス 38.3%、豆類 10.8、縫製品 5.4、魚類 3.9、チーク 3.4、樫木 3.2、
米 2.9 
輸入：石油製品 21.3%、一般・輸送機械 20.2、卑金属 10.5、電気機械 5.2、食用
植物油 4.4、プラスチック 3.5、合繊織物 2.8、医薬品 2.4、セメント 1.7、紙 1.1、
ゴム 0.9 
資料：ジェトロ「ジェトロ世界貿易投資報告 2012 年版」により筆者作成。 
注：シンガポール、マレーシア、ミャンマーの輸出入額ついては、シンガポール・ドル（1 ドル＝1.2266）、
マレーシア・リンギ（1 ドル＝3.0088）、ミャンマー・チャット（1 ドル＝6.4348）の為替レート（2011







〔表2－3〕外貨準備高（金を除く）                        億ドル 





















































































































































































































































































                                                  













って ACMECSが成立した。それは 10カ年計画（2003~2012年）と共通プロジェクト 46件、
2国間プロジェクト 224 件からなる。翌 2004年 5 月にはベトナムが加盟し、メコン圏の









成された。第 1次行動計画は 2003~2005年、第 2次は 2006~2008年、第 3次は 2010~2012
年であり、第 4次（2013~2015年）は 2013年 3月の首脳会議で採択された。 
                                                  












⑦公的医療、⑧環境協力である（ACMECS に関する以上の言及は ACMECS ウェブサイト、2013
年 5月、による）34。 
これらの内容から、ACMECSは 2つの役割を持つと評価できる。第 1に、それは GMS
プログラムを補完する。上述の 8つの協力分野は包括的であり、5カ国共通プロジェクト



















































































                                                  
38) 石田正美・平塚大祐・工藤年博［2007］、11ページ。 
39) 石田正美編［2010］『メコン地域：国境経済を見る』は大メコン圏の国境経済地域を理論的、実証的
に分析した優れた研究である。同書は 12人の執筆者を中心に 2007年度、2008年度の 2年間に行った
調査研究と研究会の成果を取りまとめたものである。ここでは大メコン圏の 5カ国と中国の 2 省区にお

































                                                  




















主共和国が誕生した（〔表 3－1〕〔表 3-2〕参照）。 



























































第 1 次社会経済開発 5カ年計画（NSEDP）。 
第 3回党大会。 
第 4回党大会において「チンタナカーン・マイ政策」を提唱。第 2 次 5カ年計画。 
外国投資法が公布。 
第 5回党大会。第 3 次 5カ年計画。 
第 1メコン橋（ノーンカーイ－ビエンチャン近郊）が完成。 










    11月 
2013年 2月 
    12月 
第 5 次 5カ年計画。 
ASEAN首脳会議（ビエンチャン）で、初めて議長国となる。 
第 6 次 5カ年計画。 
第 2メコン橋（タイ・ムクダハーン－ラオス・サワンナケート）が開通。 
投資奨励法発効。 
1人当たり GDPが 1,000ドルを超える。 





〔表 3－2〕 ラオスの基礎データ 
政治体制 人民民主共和制（人民革命党による一党支配） 
民族構成 49 民族からなる。低地ラオ族 55%、中地ラオ族 11%、高地ラオ族 8%、その他 26%。 
公用語 ラオ語 
主な宗教 仏教 67%、キリスト教 1.5% 
気候 雨季（5 月~10 月）、乾季（11 月~4 月） 
通貨 キープ（1 ドル＝8,034キープ）2014 年 1 月平均 
資料：IMF［2013］、日本アセアンセンター［2012］より筆者作成。 






小国である。第 1 行政単位は首都のビエンチャン特別市と 16 の県から構成される。人口
50万人を超える行政単位は、ビエンチャン特別市、サワンナケート県、チャンパーサック


















2002年から 2011年まで、6~8%台（年平均 7.5%）の高い成長率を達成し、名目 GDPの
規模は 2001年の 16.7億ドル（100）から 2011年には 83.0億ドル（496）へと約 5倍に拡
大した。1人当たり GDPについても 2001年の 309ドルから 2006年には 600ドル台にな
り、2010年に 1,000ドルを超えて 1,105ドル、2011年には 1,252ドルと、ベトナム（2011






〔表 3－3〕 ラオスの各行政区の人口（2012 年）と経済特区・特徴 





ラオス全体 236,800 651.4（100%） 人口密度：26.9人/ km2 




2. ポンサリー県 16,270 18.0（2.8） 隣接する中国と歴史的・経済的に関係性が強い。 
3.ルアンナムター県 9,325 17.2（2.6） ボーテンデンカム特定経済区。 
4.ウドムサイ県 15,370 31.4（4.8） タイ・中国・ベトナムつなぐ交通の要衝。 
5.ボケオ県 6,196 17.4（2.7） 第 4メコン橋。ゴールデン・トライアングル SEZ。 
6.ルアンパバーン県 16,875 46.3（7.1） 世界遺産の古都。 
7.フアバン県 16,500 33.4（5.1） 絹織物の産地。 
8.サイニャブリー県 16,389 38.9（6.0） 1987 年 12 月~1988 年 2 月、タイ・ラオス国境紛争。 




10.ビエンチャン県 22,554 50.7（7.8） ナムグム・ダム。 
11.ボリカムサイ県 14,863 28.1（4.3） カルスト地形で石灰石の平原が広がる。 
12.カムアン県 16,315 39.1（6.0） 第 3メコン橋。タケーク SEZ。プーキアオ SEZ。 




14.サラワン県 10,691 38.4（5.9） 耕作に適しているボロベン高原がある。 
15.セコーン県 7,665 10.3（1.6） 最も少ない人口と人口密度。 
16.チャンパーサック県 15,415 67.0（10.3） ボーラウェン高原。南部の中核都市・パクセーがある。 
ワット・プーと関連古代遺産群は世界遺産。 
17.アッタプー県 10,320 13.4（2.0） ベトナム南部との交易の起点。 
資料：Ministy of Planning and Investment[2012]より筆者作成。 
 











〔表 3－4〕 ラオスの主要経済指標の推移（1990~2011 年） 
年 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
名目 GDP（億ドル） 9.15 18.80 16.40 16.73 17.58 20.24 23.76 27.26 35.64 42.26 52.93 55.97 68.55 81.62 
１人当たり GDP 
（ドル） 
216 386 304 306 317 360 417 471 604 703 862 893 1,072 1,252 
実質成長率（%） 6.69 7.05 6.32 4.62 6.87 6.21 7.02 6.77 8.65 7.84 7.79 7.50 8.13 8.04 
外貨準備高（億ドル） 0.02 0.92 1.39 1.31 1.92 2.09 2.23 2.34 3.28 5.33 6.29 6.09 7.03 7.41 









（２）第 7次経済・社会開発 5カ年計画の目標と政策 
 現在のラオスの経済開発戦略と政策体系は、第 7次経済・社会開発 5カ年計画（以下、第
7 次計画と略す）に包括的に示されている5。同計画は「第 1部 第 6次経済・社会開発 5ヵ
年計画（2006~2010 年）」（以下、第 6 次計画と略す）と「第 2 部 第 7 次計画の方針と任務」
から構成される。第 1 部では 2006 年から 2010 年にかけての計画実施の結果について、
主要目標の大半が達成され、全体として大きな成果を収めたと総括した。主な点を紹介す
ると、第 1にマクロ経済ではこの期間に、経済成長率の目標年平均 7.5%以上に対して 7.9%
を実現した。これによって 2009/10年の GDPは 54兆 2,820億キープで、2004/5年の 1.89
倍となった。インフレ率は計画目標 10%未満に対して 1 年目（2006/07）は 8%であった
が、その後の 4年間は 4~5%である。投資総額は外資に主導されて 62兆キープにのぼり、
第 5次計画に比べて約 2倍となっている。貿易では、5年間の輸出総額 56.9億ドル、輸入
66.1億ドルで、9.2億ドルの赤字（GDP比 3.80%）である。貿易赤字の対 GDP 比は第 5次
                                                  
3) 外務省［2011］、111ページ 
4) みずほ情報総研［2012］、134ページ。 




計画期間の 10.8%から 7.0%の減少である6。 
 第 2に経済分野で主な成果として次のことがあげられている。ナム・トゥン 2（発電能力
1088MW）、ナムグム 2（同 615MW）など 5 つの水力発電所が完成し、その発電能力の計は
1919MW である。これによって全世帯の 72%が電気を利用できるようになった。また鉱
業生産は年平均 19.9%増加し、電力・工業部門の総付加価値は GDP の 12.6%を占める。
工業部門の総付加価値は年平均 9.4%、手工芸部門は年 7~8%で成長し、急速に拡大した。
製造業の事業所数は 2万 4,331カ所で、全体の 19.2%のウェイトである。 
農業ではこの期間、コメの生産量が年平均 290 万トン、籾米で 1 人当たり年 470kg を達
成し、国内需要に対応できた。サトウキビは 2005年比で約 3倍の年生産量 70.3万トン、
コーヒーは年平均 4万 5,194トンの生産量に達したほか、パラゴムやユーカリのような工
業植林が促進された。管区ではこの期間の外国人観光客が 879万人、年平均 176万人を数
え、ここからの収入は年平均 2億 5,804ドルであった7。 
第 3 に、社会開発の 7 分野では、6~10 歳児の就学率が 2006/07 学年度の 84.2%から
2009/10年度に 93%に増加したこと、153の労働技術開発センターと職業訓練センターが
あり、7万 4,128人に職業訓練を行ったこと、この期間に計画目標 2.23%上回る 55万 6,661
人の雇用を創出したこと、2009年にはラオス国民の 11.7%が社会保険制度に加入している
ことをあげる。また電波塔を 14カ所増設（合計 43カ所）し、ラジオ電波が全土の 90%に届



















は 15%以上（対 GDP比 39%）、農業は 3.5%以上（対 GDP比 23%）、サービス業は 6.5%以上
（対 GDP比 38%）とする。次にインフレ率は成長率以下とし、為替レートの変動幅は±5%
とする、財政赤字を対 GDP 比 3~5%に抑える、国民貯蓄残高の年平均 25.6%の増加を図
る、外貨準備高は輸入額の 6か月以上とする、ことである。 
年平均 8%以上の経済成長率の実現にとって鍵となるのは、これをけん引する投資の規
模を確保できるか否かである。同計画はこのために GDPの 32%に当たる約 150億ドルま
たは 127兆キープの投資を見込む。内訳は国家予算 10~12%、ODA24~26%、FDI（外国直
接投資）50~56%、金融機関融資 10~12%である。そして消費・貯蓄の均衡を図るために、
国民貯蓄残高は対 GDP比 39.5%以上の確保が必要だとする。 
主要分野の具体的目標は、次のようである。工業品では、銅地金 8 万 6,200 トン（第 6
次計画の 1.34倍、年産、以下同じ）、金 6トン、鉱産物では銅鉱石 20万 8,000トン（同 1.77倍）、




量を年 420万トン（第 6 次計画の 1.45倍）、生産性を 3.54トン/haから 4トン/haへの引き上
げを目標とし、年平均 60万トンのコメ輸出を目指す。林業では 2015年までに森林被覆率
65%、自然林復旧 390万 ha、植林 20万 haの達成を目標数値に掲げ、アカシアとユーカ





150 億ドルのうち、75~84 億ドル（全体の 50~56%、年平均 15~16.8億ドル）を FDI に期待す









〔表 3-5〕 ラオス第 7 次経済・社会開発 5 カ年計画(2011-2015) -経済分野の目標  
1 総合目標 
①1人当たり GDP1,060 ドル→1,700 ドル  ②国連ミレニアム目標(MDGs)の達成 
③経済開発と社会開発・環境保全との調和 ④メコン圏協力、AEC への主体的参加 
2 マクロ経済  
年成長率 8%以上 農林業年 3.5%(GDP比 23%) 工業年 15%(同 39%) 
対主要通貨の為替レート ±5%以内 外貨準備 輸入額の 6 か別以上 
国民貯蓄残高 年増加率 25.6% 財政赤字 3~5% 
投資総額 GDP の 32%,または 127兆キープ うち FDI50~56% ODA24~26% 
3 農林部門 
コメの年生産量 420万トンに,生産性 4 トン/ha 林業 390万 ha の自然林復旧 植林 20
万 ha  
4 商工業 年成長率 製造業 12~13% 手工芸 15% 物流額 年増加率 11% 
5 水力発電・鉱業 
8 つの発電所の完成(2865MW） 10 のダム建設に着工(5015MW)  
銅地金 年 8万 6,200 トン 銅鉱石 20万 8,000 トン 石灰石 60万トン  
金 6 トン 石炭 100~200万トン 
6 交通インフラ 
国道 920km の整備 ベトナムの港湾へのアクセス改善 
ワッタイ空港の拡張 サワナケート、ルアンプラバンなど 4件の空港拡張 
7 郵便・通信 光ファイバー網 17万 2000km の整備携帯・固定電話の利用を人口の 80%に 
8 観 光 
年間の外国人観光客 280万人(2015 年) 世界遺産 2ヵ所、国家遺産を 29 カ所増やす 
ホテル数を 300 カ所に増やす 
9 貿 易 年平均増加率の目標を第 6次計画の 8.6%から 18.1%に引き上げ 
資料：矢野順子ほか訳［2012］「第 7次 5ヵ年計画（抄訳）」より作成。 
 









生産年齢人口の約 8 割を占めていたが、近年は約 6~7 割（231 万人：2009 年）8に減少して
いる。工業生産は 1990年代には 13.8%まで上昇したものの、2000年以降は低下傾向をた







〔図 3－3〕 ラオスの経済活動別 GDP 構成比の推移（1995~2010 年） 
 
資料：Laos Statistics Bureau［各年版］より筆者作成。 
 
目立った変化は鉱業であり、2000 年代はじめまで GDP のウェイトは 0.2%程度であっ





過ぎなかったが、2000年に 13.9%、2005年に 19.1%となり、2010年には 20%を超えた。
金融業の地位は 2005 年までは 1.5%程度であったが、経済発展とともに次第に増加し、
2010年には 3.6%のウェイトを占めている。この他、電気・ガス・水道業が 3.5~4.5%程度
（2010年 4.0%）、建設業 5%前後（同 5.2%）、運輸業が約 5%（2010年 5.0%）である。行政部
門は 4.5%前後（2010年 4.5%）の水準である。 
ラオスの貿易は 1990年代から 2004年までは不安定な増減があったが、2005年以降経
済成長に伴って急速に拡大してきた。輸出は 2007年の 11.6億ドル（指数 100）から、2010
年の 19.9億ドル（同 171）、2011年には 24.5億ドル（同 210）へと 2倍以上増加した。輸入
は 2007年 18.8億ドル（指数 100）から、2010年 32.6億ドル（同 173）、2011年 39.6億ド






































































〔表 3－6〕 ラオスの貿易収支の推移                 （単位：百万ドル） 
 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 
全輸出額 1,163 1,410 1,412 1,991 2,448 
全輸入額 1,882 2,528 2,608 3,262 3,960 
貿易収支 －719 －1,118 －1,196 －1,270 －1,512 
資料：ITC.Trade Competitiveness Map.より筆者作成。 
 
（２）ラオスの輸出品目と輸出先 
ラオスの貿易構造を把握するため、国際貿易センター（ITC：International Trade Center 
UNCTAD/WTO）9の統計（HSコードで品目を分類）をもとに、2007年から 2011年の主要輸出
品目、輸入品目について分析してみよう。 
銅の輸出は銅の生産が始まった 2005 年から急速に増え、2006 年以降銅鉱及び銅製品
（HSコード：74）は輸出品目の第 1 位となっている。金額ベースでは、2007~2008 年の 5
億ドル強から、2009年に 3.75億ドルへと減少したが、2010年から回復し、2011年には
5.90 億ドルと 6 億ドルに迫っている。その輸出に占める割合は、2007 年には輸出総額の
40%を超えていたが、2009年以降は他の輸出品の増加によって 25%前後（2009年 26.6%、
2011 年 24.1%）に低下している。銅の最大の輸出先は、隣国のタイで、66.3%（2010 年、以









〔表 3－7〕 ラオスの主要輸出品目10と輸出額                  （単位：百万ドル） 
 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 
1位 銅：507（43.6） 銅：518（36.7） 銅：375（26.6） 銅：466（23.4） 銅：590（24.1） 
2位 木材：206（17.7） 木材：254（18.0） 鉱石：264（18.7） 鉱石：419（21.0） 鉱石：518（21.2） 
3位 衣類（62）：103（8.9） 衣類（61）：130（9.2） 木材：200（14.2） 木材：324（16.3） 電力：470（19.2） 
4位 衣類（61）：96（8.3） 電力：120（8.5） 電力：104（7.6） 電力：287（14.4） 木材：297（12.2） 
5位 電力：83（7.1） 衣類（62）：105（7.5） 衣類（61）：107（7.6） 衣類（62）：110（5.6） 衣類（62）：134（5.5） 
6位 コーヒー：33（2.9） 鉱石：60（4.25） 衣類（62）：101（7.1） 衣類（61）：79（4.0） コーヒー：85（3.5） 
7位 穀物：14（1.2） コーヒー：45（3.2） 穀物：55（3.9） コーヒー：46（2.3） 衣類（61）：80（3.3） 
8位 ゴム：14（1.2） 穀物：23（1.6） コーヒー：37（2.6） 穀物：43（2.2） 穀物：39（1.6） 
 全輸出：1,163（100） 全輸出：1,410（100） 全輸出：1,412（100） 全輸出：1,991（100） 全輸出：2,448（100） 
資料：〔表 3－6〕 に同じ。 
注：各品目の詳細は脚注 5を参照。 
 
〔表 3－8〕ラオスの主要輸出品目と輸出先（2010 年）             （単位：百万ドル） 
 輸出品目 
（HSコード） 
輸出相手国 1位 輸出相手国 2位 輸出相手国 3位 全輸出額 構 成 比
（%） 
1位 銅（74） タイ：309（66.3） ベトナム：88（19.0） 中国：65（13.9） 466（100） 23.4% 
2位 鉱石（26） 中国：379（90.6） インド：20（4.7） 韓国：18（4.3） 419（100） 21.0 
3位 木材（44） ベトナム：163（50.4） 中国：98（30.2） タイ：51（15.8） 324（100） 16.3 
4位 電力（27） タイ：284（99.1） 中国：2.6（0.9） ベトナム：0.01 287（100） 14.4 
5位 衣類（62） ドイツ：47（42.8） フランス：13（12.1） オランダ：8（7.2） 110（100） 5.6 
6位 衣類（61） 米国：31（40.0） イタリア：8.9（11.2） フランス：7（9.3） 79（100） 4.0 
7位 コーヒー（09） ドイツ：9（21.7） ベルギー：8（19.1） 日本：6（12.4） 46（100） 2.3 
8位 穀物（10） タイ：21（49.4） 中国：13（29.6） ベトナム：8（18.6） 43（100） 2.2 
 全輸出 タイ：749（37.6） 中国：601（30.2） ベトナム：292（14.7） 1,991（100） 100 
資料：〔表 3－6〕 に同じ。 
 
豊富な鉱物資源に恵まれているラオスで、輸出品として近年、重要性を高めているのは
鉱石（HSコード：26）である。鉱石の輸出額は 2008年には 6,000万ドル（指数 100）、輸出
に占めるウェイトは 4.3%に過ぎなかったが、2009 年に 2.64 億ドル（同 440）、2011 年に
は 5.18億ドル（同 863）と、8倍以上の増加となった。その輸出に占めるウェイトも急伸し、
2010年 21.0%、2011年は 21.2%となり、輸出品の第 2位に躍り出た。主要な輸出先は中
国（2011年 90.6%）であり、ほぼ全量が中国に輸出されている。 
 





























                                                  
11) ラオスの 17ある第 1 行政区（1特別区と 16県）のうち、人口 50万人を超える行政区は、ビエンチ





















〔図 3－5〕 ラオスの国際価格の推移（1990-2012 年）             （単位：ドル/トン）
 





品目であった。以後、その地位は低下するものの 2010年には 3.24億ドル（対全輸出比 16.3%、
3 位）、2011年に 2.97億ドル（同 12.2%、4 位）である。その輸出先は半数がベトナム（2010
年、50.4%）、次いで中国（同 30.2%）、タイ（同 15.8%）である（〔表 3－8〕参照）。 
 軽工業製品である衣類（HSコード：61・62 計）は、2008年までは高い地位を占めていた。
2007年 1.99億ドル（対全輸出比 17.2%、3 位）、2008年 2.35億ドル（同 16.7%、3 位）であっ
たが、以後輸出金額は横ばいであるものの、ウェイトは 2011 年には 9.0%（2.14億ドル、5










年で見ると、タイは 7.49億ドル（対全輸出比 37.6%）、中国 6.01億ドル（同 30.2%）、ベトナ















































































































合計は全輸入額の約 60%（2007年 60.8%、2011年 61.2%）にのぼる。 
 
〔表 3－9〕 ラオスの主要輸入品目12と輸入額                 （単位：百万ドル） 
 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 
1位 燃料・ガス：382（20.3） 燃料・ガス：528（20.9） 燃料・ガス：462（17.7） 燃料・ガス：637（19.5） 燃料・ガス：806（20.4） 
2位 車両：287（15.2） 車両：375（14.8） 車両：363（13.9） 車両：476（14.6） 車両：647（16.3） 
3位 機械類：221（11.7） 機械類：277（11.0） 機械類：263（10.1） 機械類：392（12.0） 機械類：529（13.4） 
4位 電子機器：111（5.9） 電子機器：208（8.2） 電子機器：258（9.9） 電子機器：191（5.9） 電子機器：217（5.5） 
5位 鉄鋼：94（5.0） 鉄鋼：125（4.9） 鉄鋼：102（3.9） 鉄鋼：129（4.0） 航空機：126（3.2） 
6位 飲料：71（3.8） 鉄鋼製品：111（4.4） 鉄鋼製品：93（3.6） 鉄鋼製品：109（3.4） 鉄鋼：116（2.9） 
7位 鉄鋼製品：51（2.7） 飲料：65（2.6） 飲料：81（3.1） プラスチック：75（2.3） 肉：112（2.8） 
8位 プラスチック：45（2.4） プラスチック：59（2.3） 航空機：77（3.0） 衣類（62）：60（1.8） 鉄鋼製品：105（2.7） 
 全輸入：1,882（100） 全輸入：2,528（100） 全輸入：2,608（100） 全輸入：3,262（100） 全輸入：3,960（100） 
資料：〔表 3－6〕に同じ。 
注：各品目の詳細は脚注 6 を参照。 
〔表 3－10〕ラオスの主要輸入品目と輸入先（2010 年）             （単位：百万ドル） 
 輸入品目 
（HSコード） 
輸入相手国 1位 輸入相手国 2位 輸入相手国 3位 輸入額計 構 成 比
（%） 
1位 燃料・ガス（27） タイ：577（90.5） ベトナム：53（8.4） 中国：6（1.0） 637（100） 19.5% 
2位 車両（87） タイ：271（57.0） 韓国：91（19.1） 中国：61（12.9） 476（100） 14.6 
3位 機械類（84） タイ：250（63.8） 中国：63（16.1） 日本：14（3.7） 392（100） 12.0 
4位 電子機器（85） タイ：74（39.0） 中国：70（36.9） 香港：11（5.8） 191（100） 5.9 
5位 鉄鋼（72） タイ：85（66.2） ベトナム：31（23.7） 中国：12（9.6） 129（100） 4.0 
6位 鉄鋼製品（73） タイ：60（54.9） 中国：19（17.7） ベトナム：15（14.0） 109（100） 3.4 
7位 プラスチック（39） タイ：59（79.0） 中国：7（8.8） ベトナム：5（6.7） 75（100） 2.3 
8位 衣類（62） 中国：57（95.4） タイ：1.8（3.1） ベトナム：0.8（1.3） 60（100） 1.8 
 全輸入 タイ：2,136（65.5） 中国：484（14.8） ベトナム：200（6.1） 3,262（100） 100 
資料：〔表 3－6〕 に同じ。 
 













燃料・ガス（HSコード：27）の輸入額は 2007 年の 3.82 億ドル（指数 100）から 2010 年
6.37億ドル（同 167）、2011年 8.06億ドル（同 211）と急増し、そのウェイトは 2009年を
除いて 20%強（2011年 20.4%）を保持している（〔表 3－9〕参照：以下、輸入構造に関する数値は
同様である）。 
車両（HSコード：87）輸入は 2007年の 2.87億ドル（指数 100）から 2011年には 6.47億
ドル（同 225）へ 2倍以上となり、ウェイトは 15~16%（2011年 16.3%）である。機械類・機
械部品（HSコード：84）の輸入は 2007 年の 2.21 億ドル（指数 100）から 2010 年以降急増
し、2011 年 5.29 億ドル（同 239）へ約 2.4 倍となった。このウェイトは 2007~2010 年は
11~12%（2010年 12.0%）であったが、2011年 13.4%となり、今後比重を高めると考えられ
る。 
電子機器（HSコード：85）の輸入は 2007年の 1.11億ドルから 2011年に 2.17億ドルへ
約 2 倍に増加した。鉄鋼（HS コード：72）、鉄鋼製品（HS コード：73）の輸入は 2007 年の
1.45億円から 2011年 2.21億ドルと約 1.5倍への増加である。これらに続く輸入品には肉
類（2011年 1.12億ドル、構成比 2.8%）、プラスチック類（2010年 7500万ドル、同 2.3%）飲料（2009
年 8100万ドル、同 3.1%）等がある。 
車両、機械類、電子機器、鉄鋼関連に航空機（2011 年 1.26 億ドル、全輸入の 3.2%）を加え

























億ドル（指数 100）から 2011年には 27.9億ドル（同 212）へと 2倍以上に増加している。こ
れに対応して、タイへの輸入依存度は 65~70%（2009年 63.0%、2011年 70.5%）にものぼる。 
 次いで輸入先として地位が高いのは中国、ベトナムである。中国からの輸入は 2007 年
の 1.78 億ドル（指数 100）から、2010 年には 4.84 億ドル（同 272）へ 2.7 倍、輸入に占め
るウェイトも 2009~2011年は 12~14%であり、次第にプレゼンスを高めている。ベトナム
からの輸入は 2007年 1.10億ドルから 2010年に 2億ドルとなったが、そのウェイトはこ
の間ほぼ 6%台で推移している。輸入相手国としてはこの他に、韓国、日本などが一定の













資額について検討してみよう。ラオスではこの 12 年間に 184.0 億ドルが投資された。こ
のうち、国内資本は 44.6億ドル（全投資の 24.3%）で、内訳は民間資本 32.9億ドル（国内投
資の 73.6%）、政府分 11.8億ドル（同 26.4%）であリ、政府分がまだかなりのウェイトを持っ












の投資も外資は 31.5億ドルで、全体の 70%を超える（〔表 3－11〕、〔図 3－7〕参照：以下、投資
に関する数値は同様である）。 
 
〔表 3－11〕 業種別投資額（2000-2011 年） 








鉱業 220  50.11（27.2） 9.94 0.37 39.79 
電力 24  43.93（23.9） 2.28 10.13 31.52 
農業 880  25.36（13.8） 4.01 0.06 21.28 
サービス 561  22.59（12.3） 3.98 0.73 17.88 
手工業 813  19.18（10.4） 5.92 0.17 13.09 
建設 112  6.68（3.6） 1.59 0.12 4.97 
ホテル・レストラン 380  5.67（3.1） 2.37 0.11 3.19 
商業 247  2.44（1.3） 0.88 0.0009 1.56 
金融 18  2.41（1.3） 0.17 － 2.23 
木工業 181  2.36（1.3） 0.81 0.03 1.52 
通信 14 1.35（0.7） 0.45 0.05 0.84 
保健衛生 12  0.63（0.3） 0.45 － 0.52 
コンサルティング 135  0.60（0.3） 0.11 － 0.43 
衣料 47  0.41（0.2） 0.16 － 0.36 
教育 76 0.31（0.2） 0.05 － 0.18 
合計 372 184.04（100） 32.86 11.78 139.39 
資料：Laos Ministry of Planning and Investment.（ラオス計画投資省）ウェブサイトより筆者作成。 
 
































全投資額のうち銅などの鉱業と水力発電への投資の合計は 94.0 億ドル、全投資の 50%
を超えている（51.1%）。このうち、国内資本の投資は 22.7 億ドル、外資の投資額は 71.3
億ドルでほぼ 1：3（24.2%：75.8%）の割合であり、投資全体の構成比とほぼ同じである。 
投資累積額の 3~5位は、農業 25.4億ドル（880件、投資ベース構成比 13.8%）、サービス業





これに対して水力発電への投資規模は 1 件当たり平均 1.83 億ドル、鉱業への 1 件平均は
2,278万ドルである。 
これら 3部門と鉱業、電力をあわせた 5部門の合計は 161億ドル余、投資全体の 87.6%
にのぼる。これ以外には、建設業 6.68億ドル（投資全体の 3.6%、112件）、ホテル・レス
トラン 5.67 億ドル（同 3.1%、380件）、商業 2.44 億ドル（同 1.3%、247件）、金融 2.41 億ド
ル（同 1.3%、18 件）、木工業 2.36 億ドル（同 1.3%、181件）、通信 1.35 億ドル（同 0.7%、





〔表 3－12〕ラオスにおける外資国別投資額（2000-2011 年） 
投資額 
順位 
国名 件数 投資額億ドル 
（構成比%） 
 
1位 ベトナム 410 47.70（34.2） 
2位 中国 721 34.28（24.6） 
3位 タイ 519 28.54（20.1） 
4位 韓国 255 5.96（4.3） 
5位 フランス 150 4.75（3.4） 
6位 日本 79 3.48（2.5） 
7位 インド 17 1.50（1.1） 
8位 マレーシア 77 1.38（1.0） 
9位 オーストラリア 48 1.01（0.7） 
10位 シンガポール 61 0.93（0.7） 
 外資計 4,827 139.39（100） 





3大投資国である。第 1位のベトナムの投資額 47.7億ドル（外資全体の 34.2%、410件）であ
り、本国ラオスの投資規模 43.7億ドルを上回っている。 
第 2位の中国の投資額は 34.3億ドル（同 24.6%、721件）、第 3位のタイは 28.5億ドル（同
20.1%、519件）である。以上 3 カ国の投資額は 110.5 億ドル（同 79.3%、1650件）で外資全




ていることである。3 カ国の他に重要な投資国は韓国（5.96 億ドル、外資全体の 4.3%）、フラ











                                                  
13) この点はキョフィラボン, P.（KYOPHILAVONG, Phouphet.）［2012］によっても指摘されている。
「Laos might suffer from the negative impacts of Dutch disease in the long run if the Lao 
















置する ASEAN 加盟国であり、AEC 形成に向けた域内貿易の自由化は、タイやベトナム
からの輸入をさらに拡大すると思われる15。ラオスは特にタイに対して大幅な貿易赤字で
あり、タイ製品の様々なものを輸入している。一方、タイには銅や電力、穀物を輸出して














































「Financial deepening is correlated with economic growth of a nation through its sound and 
productive financial intermediary function, mobilizing domestic savings to viable investments 



















ASEAN諸国と比べると、まだ少ない。タイへの進出企業は 3,924 社（2014年 1月末時点）、
マレーシアには 1,383 社（2012年 3月末）、インドネシアには 1,226 社（2012年 3月末）、フ
ィリピンには 1,171社（2011年 10月末）ある2。90年代から外資導入を進めたベトナムには、
すでに 1,572 社（2012 年 1 月末）もの企業が進出している3。ちなみにカンボジアについて
は 101社（2013年 2月末）、ミャンマーについては 156社（2013年 10月末）にとどまり、ラ
                                                  
1) 日本の投資額の内訳は、電力事業が 72%とその大半を占め、現在の比較優位産業としての電力産業の












背景には、タイにおける労働賃金の高騰がある。バンコクでは、2012 年 4 月に法定最低
賃金（月額）がそれまでの 136ドルから 197ドルへと 1.45倍に引き上げられた（ラオスの法








電力事業については、関西電力が始動している。同社は 2013 年 8 月に、計画投資省と
の間でコンセッション事業契約を、タイ発電公団とラオス電力公社と売電契約を締結した。
2014年 1 月からメコン川支流のナムニアップ川に、ダム建設を着工しており、2019年 1
月の稼働を目指す5。 
 鉱業については、双日と日鉄鉱業が共同で 2009年 10月に日系企業で初となるラオスで

































































































                                                  
8) 東幸治［2013］、鈴木基義「2012」、「ニコン、ラオスに新工場」『日本経済新聞』2013年 3月 21日付。 
「トヨタ紡織、ラオスに生産拠点」『日本経済新聞』2013年 4月 9日付。 
73 
 
〔表 4－2〕日本の対ラオス貿易の推移                          万ドル 
  2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 
貿易額 4984 8,092 10263 9,969 17,541 2億 6,100 
輸出 3,790 6,284 7,580 6,207 7,819 1億 3,740 
輸入 1,194 1,808 2,683 3,762 9,722 1億 2,360 
収支 2596 4,476 4,897 2,245 △1,903 1,380 
資料：JETRO［2013］より筆者作成。 
 















































344ドル（同 2.61倍）、ジャカルタは 239ドル（同 1.81倍）、マニラは 301ドル（同 2.28倍）
と、1.8倍から 2.6倍程度高い。中国の各都市についても、上海 449 ドル（3.40倍）、広州
395ドル（2.99倍）、深圳 329ドル（2.49倍）、大連 326ドル（2.47倍）と、さらに高い。他





要因の 1つである。全国平均の世帯電化率は 80.1%（2012年 8月）とかなり高い水準だ9。
また、電力料金の安さは、進出企業にとってたいへん魅力的である。JETRO［2013c］の
統計によると、業務用電気料金（1kwh当たり）はビエンチャン 0.08ドル（22kV利用の場合）、
0.09 ドル（0.4kV 利用の場合）で非常に安い。クアラルンプール 0.10 ドル、バンコク 0.15
ドル、ジャカルタ 0.7ドル、マニラ 0.14ドル（経済特区内）であり、ASEAN先発国よりも




                                                  











































































































































197 345 698 1,574 6.90~7.22 0.15 1,162 20 7 5.0 
ジャカルタ 
（インドネシア） 
226 239  433 1,057 5~6 0.07 800 25 10 9.5 
マニラ 
（フィリピン） 


























24 10 5.0 
プノンペン 
（カンボジア） 
80 74 298 563 0.10 
0.11 





138 433 0.46~0.5 
0.21 
0.12 1,600 25 5 ― 
中
国 
上海 231 449 835  1,456 3.58 0.14~0.15 564 25 17 44.0 
広州 247 395 704 1,274 2.39~6.36 0.11~0.16 650 25 17 39.9 
深セン 254 329 650 1,302 1.59 0.04~0.18 400 25 17 28.3 


























































〔表 4－6〕ラオスの経済特区12（ラオス SEZ国家委員会が承認した 10 の SEZとデンサワン貿易区） 
































                                                  
11) 2000年代に入り、ラオスやカンボジアの政府が経済特区の建設を積極的に計画・実施してきたが、こ
の背景には ACMECSの大きな後押しがある。 
12)①Savan-Seno Special Economic Zone ②Boten Beautiful Land Specific Economic Zone.③Golden 
Triangle Specific Economic Zone. ④Vientiane Industrial and Trade Area.⑤Saysetha Development 
Zone. ⑥Phoukhyo Specific Economic Zone. ⑦Thatluang Lake Specific Economic Zone. ⑧
Longthanh-Vientiane Specific Economic Zon. ⑨Dongphosy Specific Economic Zone. ⑩Thakhek 











































































〔図 4-2 〕 サワン・セノー経済特区の鳥瞰図  〔図 4-3〕サワン・セノー経済特区・サイト C 
 















































〔表 4－7〕対ラオス経済援助実績順位                        百万ドル 
年 1位 （構成比 %） 2位 3位 合計 
1995 日本 97.6 （57.4） ドイツ 17.4 スウェーデン 13.4 170.0 
1996 日本 57.4 （38.9） ドイツ 22.9 スウェーデン 17.7 147.5 
1997 日本 78.6 （47.7） ドイツ 16.6 スウェーデン 15.5 164.8 
1998 日本 85.6 （51.7） ドイツ 18.4 スウェーデン 12.0 165.7 
1999 日本 132.5 （62.9） ドイツ 21.7 スウェーデン 11.6 210.5 
2000 日本 114.9 （54.6） スウェーデン 14.6 ドイツ 13.3 194.9 
2001 日本 75.5 （86.1） ドイツ 13.6 スウェーデン 12.1 151.0 
2002 日本 90.09 （50.7） スウェーデン 15.38 フランス 14.85 177.81 
2003 日本 86.00 （45.5） スウェーデン 22.66 フランス 18.46 189.02 
2004 日本 71.73 （40.7） スウェーデン 22.17 フランス 19.68 176.09 
2005 日本 54.06 （34.0） フランス 22.6 ドイツ 15.04 159.02 
2006 日本 64.05 （31.8） スウェーデン 23.7 フランス 22.91 201.16 
2007 日本 81.46 （47.3） フランス 35.51 ドイツ 23.76 239.63 
2008 日本 66.29 （29.4） ドイツ 28.83 オーストラリア 28.10 225.24 
2009 日本 92.36 （35.5） オーストラリア 29.61 ドイツ 27.36 259.98 





術協力、円借款の合計である事業規模は 2011年に 117.7億円、2007年から 2011年まで
の累計は 420.4 億円、年平均 84.1 億円である。OECD/DAC 報告基準では、その規模は
2007~2011年の累計は 4.1億ドル、年平均 8200万ドル、最大の 2010年に 1億 2,145万
ドルであった。その内訳は同期間に無償資金協力 1 億 9,289 万ドル（年平均、3,857万ドル、









億円（2012~2014年）、ビエンチャン国際空港拡張 19.35億円（2011~2012年）（〔表 4－8〕参照）。 
〔表 4－8〕社会インフラに関する主な対ラオス ODAプロジェクト 
対ラオス ODA プロジェクト 年 協力の種類 援助額 
ナムグム水力発電事業 1974 年 
1976 年 












国道 13号線橋梁改修計画 1994~1996 年 
1997~2000 年 
無償資金協力 24.5億円 
パクセー橋建設計画 1996~2000 年 無償資金協力 54.4億円 
第 2メコン国際橋架橋事業 2001 年 12 月 円借款 40.1億円 
メコン地域電力ネットワーク整備事業 2005 年 円借款 33.2億円 
ビエンチャン 1号線整備計画 2005 年 
2006 年 
無償資金協力 46.4億円 
ビエンチャン市上水道施設拡張計画 2006~2008 年 無償資金協力 28.7億円 
ヒンフープ橋建設計画 2007 年 無償資金協力 9.3億円 
ビエンチャン国際空港拡張計画 2011~2012 年 無償資金協力 19.35億円 
幹線道路周辺地区等の安全確保計画 2012 年 無償資金協力 9億円 
南部地域電力系統整備事業 2012 年 円借款 41.7億円 
国道 9号線東西経済回廊改善計画 2012~2014 年 無償資金協力 32.73億円 
小水力発電計画 2012~2014 年 無償資金協力 17.75億円 
資料：JICA ラオス事務所［2013］より筆者作成。 
技術協力では人材育成を中心とする次の事業が、経済開発や持続的な経済成長におおい
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